
 

様式Ｃ－１９ 

 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 

 

平成２４年 ６月 ５日現在 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

研究成果の概要（和文）：社会の変革に伴い様々な要請にさらされている近年の公立文化ホール

について、まず、その地域分布、建築、活動に関する現状把握を行った。さらに、それらの類

型化、個別事例分析等を通じて、今後の地域計画、建築計画、活動計画に係わる知見を得た。 

 
研究成果の概要（英文）：This study clarifies the current condition of the public facilities 

for performing arts under the difficult social circumstances, from the viewpoints of 

geographical disposition, architecture and operational plan. 
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2008 年度 6,500,000 1,950,000 8,450,000 

2009 年度 2,000,000 600,000 2,600,000 

2010 年度 2,600,000 780,000 3,380,000 

2011 年度 1,100,000 330,000 1,430,000 

総 計 12,200,000 3,660,000 15,860,000 
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１．研究開始当初の背景 

芸術文化の重要性が再認識されつつある
なか、2500 以上設置された我が国の公立文
化ホールは、世界に誇るユニークなインフラ
であり、地域の創造性を涵養する潜在力を有
しているが、十分な活用や評価がなされてい
ない。そして行財政改革による民営化推進や
指定管理者制度導入は、その目的や意味づけ
を十分吟味せず施設に運営見直しを要請し、
また、進む自治体合併は施設配置、連携、役
割分担などの見直しを要請している。 

この流れは、施設運営の合理化、効率化へ
の利点もあるが、地域文化活動を弱体化させ
る危険も持ち合わせている。 

２．研究の目的 

人口減少・少子高齢化という潮流にも伴う
既述の社会的要請にさらされる公立文化ホ
ールについて、地域計画、建築計画、活動計
画の観点を統合した分析を行い、その再編・
再生と再構築に資することを目的とする。 

 なお、本研究における「公立文化ホール」
とは国及び地方自治体によって設置され
（PFI を導入している場合を含む）、舞台芸
術の上演等に用いられる「ホール（舞台と観
客席からなる一組の空間）」を含む公の施設
を指す。また「施設」とは、「ホール」を含
みこれと一体的に運営されている（経理が一
緒になっている）建物の範囲を指す。 
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３．研究の方法 

 まず、公立文化ホール悉皆実態調査「公立
文化ホールの配置、建築、運用に関する調査」
を H20(2008)・H22(2010)年度の 2 回実施し、
文化ホールの地域分布、自治体における位置
づけ、管理運営体制、活動、空間などを把握
した。 
 続いて、公立文化ホールの役割分担の研究、
公立文化ホールの活動評価、市民参加、地域
協働の研究、公立文化ホールの時系列上の施
設整備と都市指標の相互関連に関する研究、
公立文化ホールの改修、新築更新とその活用
の研究、の 4つの研究テーマを研究者間で分
担しながらさらなる調査、分析を行った。 
 最終的に、以上の研究テーマに基づく調査
分析の結果を、①公立文化ホールの類型化と
その地域分布、②公立文化ホールの地域文化
創造及び市町村合併と公立文化ホールの効
率化、③公立文化ホールにおける利用圏域構
造と運営実態、④公立文化ホールの改修、新
築更新とその活用、の 4テーマで再構成して
取りまとめた。 
 
４．研究成果 
①公立文化ホールの類型化とその地域分布 
1)全体の特徴の把握 
 H20 年度悉皆実調査の回答結果を都市規
模・地域別に比較したところ、異なる特徴が
示された。 
 人口が少ない都市ほど、生涯学習系の機能
に重点が置かれ、近隣住民に密着したサービ
スが行われている一方で、指定管理者制度の
導入や民間組織の登用が少なく、自主事業の
タイプや内容において大都市のそれらとは
異なる傾向がある。また少人口地域ではアウ
トリーチによる事業を行う割合が高い。大規
模都市では、活動計画の策定・公表や外部機
関の発信する情報の活用が十分に行われて
いない傾向がある。 
2）付帯機能、計画性、外部連携、情報活用
による類型化とその分布 
 H20 年度悉皆調査における付帯機能（練習
室・会議室等、ホールに付帯する各種機能の
有無）・計画性（活動計画の策定・公表有無）・
外部連携（芸術家・教育機関等各種外部組織
との活動連携の有無）・情報活用（自治体や
任意団体等各種外部機関が発信する情報の
活用度）に関する設問の回答結果について主
成分分析・非階層的クラスター分析を行った
結果、表 1に示す類型が得られた。これらの
分布を、各市町村の人口規模別、自治体規模
別（政令指定都市、中核市、特例市、東京特
別区、その他）、地域別に比較したところ、
以下の特徴が認められた。 
 人口規模について、小規模都市では「非芸
術総合機能型」「公民館・図書館機能型」「計
画消極型」の施設が多い。大規模都市では、

「芸術系機能型」「芸術・専門系連携型」の
施設が多いが、地域団体・教育団体など地域
の活動を支える組織との連携が消極的な傾
向がある。 
 自治体規模について、東京特別区では、「計
画消極型」が多く「助成・支援関連情報活用
型」が少ない。地域別には、北部・関西地域
では他の地域に比べ「芸術・専門系連携型」
「総合的連携型－地域団体連携重視」の割合
が高く、中部・関東では「連携消極型」の割
合が高い傾向がある。 
3)芸術拠点性による類型化とその分布 
 近年の公立文化ホールの役割分化に関す
る議論を独自に整理し、施設の芸術拠点性
（質の高い芸術作品の創造・発信を担うため
の適性）を計る評価基準を提示した。これに
基づき、H20 年度及び H22 年度悉皆調査の回
答結果について主成分分析・非階層的クラス
ター分析等の分析を行うことで、表 2に示す
類型が得られた。 
 これらの分布を市町村単位で自治体、人口、
経済規模別に比較したところ、いずれの指標
についても有意差が認められなかった。 
 各類型の分布を地図上に示したところ、全
国に概ね分散的に配置されていることが分
かった。 
 芸術創造発信の拠点となる施設は、運営持
続性や創造的事業の波及効果の観点ではあ
る程度自治体、人口、経済規模の大きな地域
に立地する事が望まれると考えられる。その
ような地域で芸術拠点型施設の創出が望ま
れると共に、他の地域では運営の持続性担保
と視野を広げた教育普及活動などが今後必
要になるだろう。 
 
表 1 付帯機能、計画性、外部連携、情報活用による

類型 

 

表 2 芸術拠点性による類型 

 

類型化の軸 類型名 施設数 割合

非芸術総合機能型 7 0.6%

スポーツ・宿泊機能型 12 1.0%

芸術系機能型 901 74.6%

公民館・図書館機能型 287 23.8%

中長期計画型 35 2.9%

年次計画型 297 24.6%

計画消極型 770 63.8%

計画積極型－中長期計画重視 43 3.6%

定めていない 62 5.1%

総合的連携型－芸術系・商店街連携重視 43 3.6%

総合的連携型－地域団体連携重視 79 6.5%

連携消極型 827 68.5%

芸術・専門系連携型 105 8.7%

教育機関連携型 153 12.7%

情報活用消極型 548 45.4%

助成・支援関連情報活用型 138 11.4%

現場関連情報活用型 521 43.2%

付帯機能

計画性

外部連携

情報活用

類型化の軸 類型名 施設数 割合

芸術拠点型 83 17.6%

準芸術拠点型‐意思 80 17.0%

準芸術拠点型‐客観 43 9.1%

非芸術拠点型 265 56.3%

芸術
拠点性



 

 

②公立文化ホールの地域文化創造及び市町
村合併と公立文化ホールの効率化 
1）公立文化ホールの地域文化創造 
 H20 年度悉皆実態調査における地域連携や
芸術家連携に関する項目の集計結果の詳細
分析、岡山県を対象とする公立文化ホール調
査、海外参考事例としてフランスのmaison de 
la culture（文化の家）の調査分析を行った。 
 地方公立文化ホールは、長寿命化の設計・
計画の課題があり、対比モデルとしてフラン
スの maison de la culture の文化創造の実
態と改廃の状況を分析し、建築の新陳代謝が
継承的発展の条件であることを突き止めた。
そしてホールに対してさまざまな人々や組
織、団体が支援し、ホールが彼らに貢献する
双方向の連携の再構築が重要であることを
明らかにした。 
2）市町村合併と公立文化ホールの効率化 
 市町村合併が盛んであった滋賀県を対象
に合併に並行して行われた公立文化ホール
の効率化、再編、組織改革を調査分析し、次
の結論を得た。 
a)舞台機構・機械設備を中心にホールの老朽
化が進むが財政難の折、更新が困難である。 
b)経費削減のために４タイプのホールのネ
ットワーク化（右図）が図られ、運営・技術
職員を中心とした職員数の有効活用が行わ
れている。特に、中心館に人員を集中させる
例が多く、この方式は今後も増加するものと
思われる。 
c)ホールの機能分担は、施設の特性を活かし
ながら行われている。 
 計画的に機能を更新しつつ文化ホールを
持続させるために、ホールの再編は一つの有
効的な解決策であるといえる。 
 
③公立文化ホールにおける利用圏域構造と
運営実態 
1）概要 
今まで不明瞭だった公立文化ホールの運

営コストを含む運営実態を明らかにし、利用
圏域構造と運営実態を統合した施設評価を
行い、愛知県と宮城県を対象とした 2030 年
における効率的な再編的地域計画のための
意思決定の指針の構築を目的とする。 
2）宮城県と愛知県における利用圏域構造の
把握 
愛知県では吸引率の平均値が 10%以下の低

い施設と 90%以上の吸引率が高い施設の二極
化が起こっている。名古屋市を中心に吸引率
が低い施設が競合状態にあるエリアがあり、
東部には吸引率が高く特定の施設しか選択
できないエリアが広がっている。宮城県では
施設間の距離が保たれているため、吸引率の
多様な分布が見られ、施設の役割による差異
化が図りやすい。ヒアリング対象の宮城県大
崎市では吸引率が高いエリアが島上に形成

し、周辺に 10%～30%のエリアが広がっている。 
3）利用状況 
 貸館事業において、施設が立地している自
治体内に拠点を置く団体による利用の割合
（地域内利用率）とホールの合計利用日数の
うち、貸館利用の占める割合（貸館利用率）
の関係性を整理した。ToCH は地域内利用率が
高く、貸館利用率は低い施設であり、稼働率
が 87.1%と高いことから地域に根ざして自主
事業や共催事業に積極的に取り組んでいる。
また、TrCH は地域内利用率が低く、貸館利用
率が高い施設であり、地域外からの利用によ
って 70.8%と高い稼働率を維持しており、広
域な利用圏域を持っている。 
4）運営パターン 
 調査票結果をもとに、運営パターンの数量
化三類分析を行い。(Ⅰ)提供重視型舞台芸術
系施設、(Ⅱ)利用重視型舞台芸術系施設、
(Ⅲ)社会教育系施設と運営パターンを類型
化した。運営パターン別にコストを見ると、
（Ⅰ）は提供重視型のため、平均で自主事業
費が 2,600[円/㎡]必要となっている。個別ケ
ースでは、自主事業費が平均より低くいが、
年間 153 日に及ぶ自主事業に取り組み、内容
も買取、自主制作、アウトリーチ活動、ワー
クショップなど多岐に渡っていることから、
事業の取り組み次第で低予算で有効的に実
施できることを示す例もみられた。 
5）運営の効率性 
 運営パターンごとに利用者数と運営コス
トの関係性を示すと、運営パターンごとの線
形近似曲線は、（Ⅰ）で傾きが一番大きく、
（Ⅱ）や（Ⅲ）よりも費用対効果が得られや

 
連携なし 中心館方式 

Aホール

Bホール

Cホール

 

・合併以前の形式を踏襲し、連携や協

力を設けない 

 
・管理・運営業務を中心館に集約、明確

な階層構造 

・周辺館には窓口機能を残し、事業の際

に職員が出張 

採用なし （完全に集約） 

・長浜市，湖南市 

（周辺館にも運営職員） 

・高島市，東近江市（館長は 1名） 

機能分担方式 併立方式 

Aホール

Dホール Cホール

Bホール

 
・施設関係に階層構造を設けず、お互

いに緩やかな連携を持つ 

・各々に館長がおり、企画、総務等は

各館で行われる 

 
・中心館方式により集約した施設と、そ

れに属さないホールが並立している 

・米原市（直営と指定管理者が共存） ・甲賀市 

（直営 2館に階層構造，その他に指定管

理 1館，連携を持たない直営 1館） 

 

施設再編の方法の４タイプ 



 

 

すいと言える。 
 また推計利用者数に対する利用者数が多
く、ポテンシャル以上の集客力を発揮してい
る施設、推計利用者数に対する利用者数が少
なく、ポテンシャル以下の集客力となってい
る施設を区分した。 
 更に地域内利用率と稼働率による利用状
況と、平均吸引率から利用圏域構造の適合性
を運営パターン別に区分し整理を行った、地
域内利用率、稼働率のしきい値の設定は、地
域内利用率 63%、稼働率 57%とした。また、
平均吸引率のしきい値設定は、宮城県と愛知
県で吸引率の特性が大きく異なることから、
各々の平均値から設定し、宮城県 12.5%、愛
知県 4.6%とした。 
運営の効率性と利用圏域構造の適合性の

現状課題による施設の類型と立地環境特性
に関係性が見られた。さらに、2030 年におけ
る将来的課題として築年数、人口増加率、統
廃合による圏域外エリア発生の有無をふま
えて、施設の将来的方向性への指針を提示し
た。 
具体的に宮城県では幾つかの施設が統廃

合対象施設となる可能性が高いが、統廃合に
よって圏域外エリアが拡大してしまうため、
他公共施設の用途変更やアウトリーチ活動
の強化などの対策を十分検討する必要があ
る。以上のように、公立文化ホールの運営実
態を明らかにし、各施設が抱える運営面の多
様な課題と利用圏域構造の両面をふまえた
再編的地域計画への指針を提示した。 
 
④公立文化ホールの改修、新築更新とその活
用 
1)公立文化ホールの少子高齢化・バリアフリ
ー対応の改修実態について 
 少子高齢化時代・全人口の縮小という我が
国の社会的事象をうけて、公立文化ホールが、
どの様にして建築の改修を行っているのか、
どのような傾向が認められるのかという点
を明らかにしようとした。都道府県立ホール
の少子高齢化対策とした改修に関して、ヒア
リング及び改修の実態調査を行った。その結
果、車椅子席、手摺、障害者対策、急病者対
策、多目的トイレ、バリアフリー、子供用設
備系など建築改修の実態が明らかとなった。 
2)公立文化ホールの改修実態について 
 公立文化ホールは建設後数十年を超える
ものが増え、新築よりはむしろ改修工事を行
う事例が増加していることを受け、改修の実
態を明らかにしようとした。 
 H20 年度及び H22 年度悉皆調査の回答結果
について分析を行った。その結果、大規模改
修の傾向は、改修工事の実施時期が開館して
からの経過年が 25～35 年の間に行われてい
ることが明らかとなった。全体の改修実態と
して不具合・故障等で改修が必要となった時

点で改修工事を行っていると考えられる。法
定耐用年数や更新周期などの推奨値が設定
されている工事項目では、その年数をはるか
に超えて使用を続けている劇場・ホールが多
い。建築内の快適性や安全性に直接関わる部
位が優先的に改修されたのち、他の部位に関
する改修が実施されている。建築系改修工事
は周期性が認められず、一般設備系及び舞台
設備系改修工事は周期性が認められた項目
と法定耐用年数などの推奨系に準拠した項
目が多くみられた。 
3)公立文化ホールにおける建設工事費、改修
費用の実態 
 公立文化ホールの改修費用や改修費用の
実態を明らかにしようとした。 
 建物のライフサイクルコストから考える
と、建設費よりも建物の維持管理に要するコ
ストが非常に多くの割合を占めている。その
ため、改修コストの実態を明らかにし、傾向
や方向性を知ることが、今後の改修計画にお
いて重要になってくる。 
 そこで本研究では、都道府県立ホールの改
修工事に関して、ヒアリング及び改修の実態
調査を行った。 
 その結果、公立文化ホールの建設費と改修
費の比率は概ね 1.0 から 2.0 に収束する傾向
にあり、平均すると約 1.4 となる。公立文化
ホールにおける毎年時の改修費用のかけ方
は大別すると三つのタイプに分けられ、一つ
目は改修費用を建設費に比べて多くかけて
おり、二つ目は改修費用が建設費に比べて低
額に抑えており、三つ目は傾向のみられない
ものである。 
 実質建設工事費坪単価が高いほど実質総
改修工事費が実質総建設工事費を超える年
度は遅くなり建設費と改修費の比率も小さ
くなる傾向にある。 
 改修費のかかり方は開館年、延べ面積、建
設費、改修計画の方法、敷地の立地など様々
な要因の影響を受け、変化すると考えられる。 
4)プロセニアムホールの規模・諸元に関する
劇場管理者による評価と考察 
 改修を行う場合の施設規模の根拠を得る
ために、施設規模の実態を明らかにしようと
した。本研究では、H20 年度及び H22 年度悉
皆調査の回答結果について分析を行うこと
により、劇場・ホール諸元の比較検討を行い、
さらに劇場管理者へのアンケートによる評
価との比較により、最新の基礎諸元の資料作
成、劇場・ホールの適正諸元・規模を探るこ
とを目的とした。 
 その結果、プロセニアムホールの全舞台幅、
プロセニアム奥行、全舞台面積、プロセニア
ム開口、プロセニアム高さ、オーケストラピ
ット面積、すのこ高さ、客席数、楽屋面積に
ついての諸元の範囲とその劇場管理者によ
る評価割合が明らかとなった。 
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